
様式 －再２　

○ 事業採択後（ 　 年 ） ● 再評価後（ 年　） ○ その他（ ）

● 国庫補助 ● 単独

● 国 ％  ● 県 ％ 　 ● 市町 ％ ○ その他 ％ 　

《事業採択時 再評価時 計画変更時 》

昭和 年度 ～ 平成 年度 《 平成 37 年度 》

《

( ( (

％
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【地元の推進体制等の状況】

【地元の意向】
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111,591

109,892
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財源・負担割合

事 業 期間

事 業 内容

事 業 目的

総事業費

（内用地補償費）

　平成２７年度末の山口県の下水道普及率は６４．３％であり、全国平均の７７．８％を下回っ

ていることから、さらなる整備促進を図る必要がある。

　また、閉鎖性水域である瀬戸内海の各海域においては、水質基準を達成していない環境基準点

もあり、水質環境改善の観点からも、下水道整備の役割は大きく、未普及地区の整備促進を図る

とともに、高度処理施設の整備を進めていく必要がある。

百万円

百万円)

再評価実施要件

１

事

業

概

要

事 業 名

事 業 場所

事 業 主体

再 評 価 項 目 調 書

　瀬戸内海に面する光市を含む島田川流域の３市の市街地における生活排水等を、下水道で適正

に処理することにより、衛生的で快適な生活環境を確保するとともに、河川、海域の水質環境の

維持改善を行う。

52

47

2

再

評

価

の

視

点

(1)

社

会

経

済

情

勢

の

変

化

 必要性

社会的評価

　当地区の

　社会経済情勢

 適時性

中項目

評　価

Ａ

・

Ｂ

・

Ｃ

ａ・ｂ

地元の推進体制

等の状況及び地

元の意向

中項目

評　価

ａ・ｂ

　流域関連の３市は、事業推進協議会を設置し、周南流域下水道事業の推

進及び県と関連市の事業調整を図っている。

　また、周南浄化センターの施設建設及び管理運営について、地元住民の

意見を反映させるため、地域住民、流域関連市及び山口県で組織する建設

運営協議会を設置し、緊密な連絡提携を図っている。

　当該地区の下水道普及率は年々上昇しているものの、全国平均と比較す

ると依然として低く、既存の施設は供用開始から30年が経過し、処理施設

の老朽化も進んでいる。また、周防灘海域（響灘～平生・上関水域）の水

質環境基準も一部で達成できていない。

　このことから、未普及地域の解消を目指して、整備促進を図るととも

に、老朽化した施設の改築・更新、高度処理の導入を計画的に進めていく

必要がある。

周南流域下水道事業・周南流域関連公共下水道事業（汚水：周南処理区）

山口県光市、岩国市（旧玖珂町・旧周東町）、周南市（旧熊毛町）

山口県、光市、岩国市、周南市

82,792

38

75

100

9

事業方法

進捗率

（用地補償費）

40

44

【全体計画概要（周南処理区）】

　処理区域面積　　2,923 ha

　計画処理人口　　66,721 人

　計画汚水量　　　32,396 m

3

／日

県：処理場(周南浄化センター)　処理施設　１箇所

　　幹線管渠　延長 30．5 km

市：管渠　整備面積 2,923 ha

中項目

評　価

大項目

評　価

ａ・ｂ

既投資額

（内用地補償費）

　周南処理区では、下水道の普及率が７４．７％となっており、県内平均は上回っているもの

の、全国平均値を下回っている。

　下水道計画区域内の未整備地区の住民は下水道の普及を待ち望んでおり、さらなる整備促進を

図っていく必要がある。

　また、海域の水質環境保全のため、放流水質をさらに向上させる、いわゆる高度処理の導入も

必要である。

　周南処理区は、市街化区域及び用途地域を中心とするエリアを対象とし

ており、都市内の住民が衛生的で快適な生活を送るためにも、都市の根幹

的施設である下水道の整備は必要不可欠である。

　また、公共用水域の水質保全、改善のためにも、このエリアの下水道整

備が必要である。

百万円》

百万円

百万円)

　未整備地区の住民から、下水道の早期整備について要望書が提出される

など、地元住民の要望は強い。

番号 ２ － ５
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【費用対効果分析手法】

【費用対効果分析における特記事項】

【プラス 要因】

【マイナス 要因】

【事業計画変更の必要性の有無】　　　　有　　　　無

【事業計画変更の理由及び内容】

2

再

評

価

の

視

点

(2)

事

業

の

投

資

効

果

事

業

の

投

資

効

果

貨幣価値化

困難な便益

(3)

事

業

の

進

捗

状

況

及

び

今

後

の

見

通

し

費用対効果

分析

整備効果発

現状況

（H２９年

度まで）

（単位：百万円）

事業進捗の今

後の見通し

①周辺環境の改善便益とは、悪水路（ドブ）の解消による悪臭の解消、景観の向上

　などの効果をいう。

②居住環境の改善便益とは、下水道の整備によるトイレの水洗化の効果をいう。

③公共用水域の水質保全便益とは、高度処理の導入による、海域などの公共用水域

　における水質保全効果をいう。

④その他の便益とは、評価期間後に残る施設に残存価値をいう。

・放流水質の改善による、病原性微生物等が原因となる人の健康被害の軽減

・汲み取りや浄化槽の汚泥引抜き作業の解消による快適性の向上

・管渠工事施工時の交通規制による、一時的な現道の利便性の低下

　昭和６１年に光市の一部で供用を開始して以降、普及率も年々上昇し、トイレの水洗化等、生

活環境の改善も進んできている。

　水質が悪化していた島田川では、平成８年に水質環境基準点での基準値を満足して以来、良好

で安定した水質が保たれている。

事業進捗の現

状

・根拠マニュアルは「下水道における費用効果分析マニュアル（案）」（平成28年

12月社団法人日本下水道協会）とし、現在価値比較法を用いる。基準年度は平成

29年度である。

大項目

評　価

　県が整備・管理を行う施設のうち、周南浄化センターにおいては、計画汚水量を

処理する施設は整備済みであるが、高度処理に対応した施設は未整備であり、流域

幹線管渠においては、延長30.5kmの整備が全て完了している。

　また、関連市における管渠整備の進捗状況は、総事業費に対する既投資額の割合

で、光市が約76％、岩国市が約80％、周南市が約76％である。

（平成29年度末見込み）

Ａ

・

Ｂ

・

Ｃ

事業計画変更

の必要性

　厳しい財政状況を踏まえ、事業期間を平成40年度まで延伸し、処理場において

は、予算の重点配分を行い計画的な整備促進に図るとともに、管渠整備について

は、必要な予算を確保し、低コスト手法の導入等により、未整備地区の早期整備を

図る。

Ａ

・

Ｂ

・

Ｃ

大項目

評　価

①周辺環境の改善便益 131,101 202,847 97,215

②居住環境の改善便益 108,612 112,499 53,168

③公共用水域の水質保全便益 104,059 125,482 125,482

④その他の便益 1,657 167 3

345,429 440,994 275,868

①事業費 237,275 323,955 80,999

②維持管理費 32,364 39,954 14,725

　総費用 269,639 363,909 95,724

1.3 1.2 2.9

全体事業費

(基準年:H29)

残事業

(基準年:H29)

備 考

再々評価

区分 主な項目

再評価時

(基準年:H18)

費用

(Ｃ)

費用便益比（B／Ｃ）

便益

(B)

　総便益

2



【コスト縮減の検討状況】

【代替案の検討状況】

【環境への影響事項：動植物、地形・地質、歴史文化、景観等の状況】

【環境への配慮】

● 継続 ○ 見直し継続 ○ 中止

（
）

   (5)

   環境への影響

   と配慮

大項目

評　価

2

再

評

価

の

視

点

(4)

コ

ス

ト

縮

減

・

代

替

案

等

の

可

能

性

　コスト縮減

中項目

評　価

　代　替　案

　代替案としては、個別処理（合併処理浄化槽の設置）があるが、山口県

汚水処理施設整備構想において、下水道と個別処理を比較し、経済性を考

慮した上で下水道計画区域を設定している。

　処理場施設の改築・更新時に、新技術・新工法の採用を検討し、コスト

縮減を図っている。

　管渠整備に当っては、小型マンホールの使用や曲管導入によるマンホー

ルの省略など、経済性、施工性を考慮してコスト縮減に努めている。

   (6)

   地域の立地特性

　

３

対

応

方

針

評価理由

事

業

実

施

主

体

案

備　　考

総合評価

　県及び関連市が連携して整備促進を図り、施設の適切な維持管理に努めることにより、生活環

境の改善及び公共用水域の水質保全、改善に大きく寄与していくため、事業を継続する必要があ

る。

Ａ

・

Ｂ

・

Ｃ

　処理場に隣接する虹ヶ浜海岸、室積海岸は「日本の白砂青松百選」、「快水浴場

百選」等に選ばれている。

　周防灘海域の水質環境基準点のうち、３０％を超える地点において環境基準が達

成できていない。

　隣接する海岸の水質環境を維持していくため、引き続き処理場施設の適切な運転

管理を行っていく。

　また、周防灘海域における水質環境基準点の達成を目指し、当該海域に関係する

各下水道管理者は高度処理の導入を計画しており、周南浄化センターにおいても、

高度処理の導入によりさらなる水質の向上を図ることとしている。

・都市計画法に基づく市街化区域、用途地域及びその周辺地域

・水質汚濁防止法及び瀬戸内海環境保全特別措置法に基づく総量削減計画に係る指定地域

・自然公園法に基づく瀬戸内海国立公園地域

大項目

評　価

ａ・ｂ

Ａ

・

Ｂ

・

Ｃ

ａ・ｂ

中項目

評　価
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周南浄化センター 

周 南 流 域 下 水 道 

周南流域関連公共下水道 
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 周南浄化センター平面図 

水処理設備水処理設備水処理設備水処理設備    

汚泥処理設備汚泥処理設備汚泥処理設備汚泥処理設備    

計画図 


